












であった。995 年（平成 7 年）では、中学卒 7 割、












平成 7 年度卒業１年目、平成 8 年度卒２
















































　平成 9 年度の  年目では、卒業時で正社員
が 33 名であり、正社員率は 75％であった。契
約社員は 5 名で .4％、非常勤職員とその他は 6




86.5％であった。契約社員は 2 名で 3.8％であっ
た。非常勤職員とその他は 5 名で 9.6％であった。
短期大学部卒業後の就業定着度について
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2 年後では、正社員 39 名であり、正社員率は
75％であった。契約社員は 0 名であった。非常
勤職員とその他は 0 名で 9.2％であった。非常
勤職員とその他のパート・臨時職員・アルバイト・
日々雇用で 9.6 ポイント増であった。平成 7 年
度の 3 年目では、卒業時で正社員が 28 名であり、
正社員率は 68.3％であった。契約社員は 4 名で
9.8％、非常勤職員とその他は 9 名で 22％であっ
た。3 年後では、正社員が 25 名であり、正社員
率は 6％であった。契約社員は 3 名で 7.3％、非









　平成 9 年度の  年目では、栄養士１名が離
職定着率 87.5％、介護福祉士１名が離職定着
率 80.0％であった。平成 8 年度の 2 年目では、
栄養士１名が離職定着度は 80.0％、幼稚園教諭
２名離職定着率 88.9％、保育士２名離職定着













　平成 9 年度では、記載通りが 77.3％、異
なったが 3.6％、無回答が 9.％であった。平
成 8 年度では、記載通りが 76.9％、異なった

















　平成 9 年度の  年目では、3 名の転職者で
転職率は 6.8％であった。平成 8 年度の 2 年目
では 7 名の転職者で転職率は 30.8％であった。








平成 9 年度の  年目では、29.6％が希望する
と回答した。












































　平成 9 年度の  年目では、対人関係がよく
ない、ついで労働時間の条件がよくない、休日








あった。平成 8 年度の 2 年目では、45.6％が
希望すると回答した。希望しない者は 50.9％、
無回答は 3.5％であった。平成 7 年度の 3 年目
では、39.5％が希望すると回答した。希望しな












成 8 年度卒、平成 9 年度卒は、丁度「超氷河
期」という時代に突入したころである。平成 3
年バブル期の就職率は 8.3％であったがその後








5 年には 27 万人に達したがそれ以降減少し、
平成 2 年から再び増加傾向を示している。
　ニートはイギリスの労働政策において出てき
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４）厚生労働省「平成 24 年版労働経済の分析」
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